
ふるさとテレワーク推進会議  開催要綱（案） 
 
１ 目的  
総務省では、昨年１０月から地方創生に向けたテレワークの有効活用の在り方につい

て「地方のポテンシャルを引き出すテレワークや Wi-Fi 等の活用に関する研究会」にお

いて検討を行い「いつもの仕事がどこでもでき、東京の仕事をそのまま地方で続けられ

る」という、テレワーク本来の特性を最大限引き出す「ふるさとテレワーク」が提言さ

れた。この「ふるさとテレワーク」の普及促進を図るため、本年３月末に「ふるさとテ

レワーク推進のための地域実証事業」に係る提案の公募を行い、１５件を採択すること

となった。 
今後、これら各事業の実施状況の進捗を把握し、助言を行うとともに「ふるさとテレ

ワーク」の周知啓発等を行うことを目的として「ふるさとテレワーク推進会議」を開催

することとする。 
 

２ 検討課題  
(1) 各地域実証事業の進捗の把握及び助言 
(2) 「ふるさとテレワーク」等の周知・啓発活動 
(3) 実証事業終了後の全国的な普及展開策や共通基盤の在り方の検討 
(4) その他 
 
３ 構成及び運営  
(1) 本会議の構成員は、別紙のとおりとする。 
(2) 本会議に主査を置く。 
(3) 主査は、本会議を招集する。 
(4) 主査は、必要に応じ、あらかじめ主査代理を指名することができる。 
(5) 主査代理は主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わって本会議を招集する。 
(6) 主査は、必要に応じ、構成員以外の者に出席を求め、意見を聞くことができる。 
(7) その他、本会議の運営に関し必要な事項は、主査が定める。 

 
４ 議事の公開  
(1) 本会議の議事及び使用した資料については、次の場合を除き、公開する。 

① 公開することにより当事者又は第三者の権利、利益や公共の利益を害するおそ

れがあると主査が認める場合 
② その他、非公開とすることが必要と主査が認める場合 

(2) 会議終了後、速やかに議事概要を作成し、公開する。 
 

５ 開催期間  
本会議は、平成２７年９月２９日（火）から開催し、半年程度を目途とする。 

 
６ 庶務  
本会議の庶務は、情報流通行政局情報流通振興課において行う。 
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